
歳入
（入ってくるお金）

一般会計

447億1,500万円
市税
210億
5,858万円
47.1％

38.2％ 61.8％

繰入金
46億6,648万円

10.4％

繰越金
5億円
1.1％

分担金及び負担金
1億8,028万円

0.4％

使用料及び手数料
3億4,189万円

0.8％

財産収入、寄附金
4億7,031万円

1.0％

諸収入
4億5,507万円

1.0％

地方交付税
11億8,032万円

2.6％

県支出金
30億520万円

6.7％

市債
21億9,080万円

4.9％

地方消費税交付金
24億9,100万円

5.6％

地方譲与税
9億45万円
2.0％

国庫支出金
65億9,268万円

14.8％

自
主
財
源

依
存
財
源

その他※
6億8,194万円
1.6％

民生費
171億5,625万円

38.4％

土木費
42億3,256万円

9.5％

教育費
68億1,704万円

15.2％

総務費
47億2,376万円

10.6％

衛生費
50億8,651万円

11.4％

消防費
30億8,465万円

6.9％

公債費
18億9,557万円

4.2％

商工費
6億867万円
1.4％

農林水産業費
8億2,886万円

1.8％

議会費
2億6,113万円

0.6％
予備費
2,000万円
0.0％

歳出
（使うお金）

一般会計

447億1,500万円

総額698億5,885万円2024
年度

一般会計・特別会計・公営企業会計の合計神栖市予算
◀
用
語
の
解
説
　（
歳
入
）

【
市
税
】個
人
や
企
業
の
皆
さ
ん
に
納
め
て
い
た
だ
く
税
金
な
ど

【
繰
入
金
】特
定
の
目
的
の
た
め
に
積
み
立
て
て
い
る
お
金
を
取
り
崩
し
て

使
う
お
金

【
国
庫
支
出
金
】特
定
の
事
業
の
財
源
と
し
て
、
国
か
ら
交
付
さ
れ
る
お
金

【
市
債
】建
設
事
業
な
ど
を
行
な
う
際
に
、
国
や
県
、
金
融
機
関
な
ど
か
ら

借
り
る
お
金

【
地
方
交
付
税
】市
町
村
の
財
源
不
足
や
自
然
災
害
に
よ
る
被
害
な
ど
の
個

別
・
緊
急
の
事
情
に
応
じ
て
交
付
さ
れ
る
お
金

◀
用
語
の
解
説
　（
歳
出
）

【
民
生
費
】高
齢
者
・
障
害
者
・
児
童
な
ど
の
福
祉
関
係
に
使
う

お
金

【
教
育
費
】教
育
や
文
化
・
ス
ポ
ー
ツ
の
振
興
に
使
う
お
金

【
衛
生
費
】保
健
・
衛
生
や
ご
み
処
理
な
ど
に
使
う
お
金

【
総
務
費
】行
政
の
運
営
な
ど
に
使
う
お
金

【
土
木
費
】公
園
や
道
路
な
ど
、
公
共
施
設
の
整
備
に
使
う
お
金

【
消
防
費
】消
防
や
救
助
活
動
に
使
う
お
金

【
公
債
費
】市
債
を
返
す
た
め
に
使
う
お
金

●�

市
民
と
企
業
に
寄
り
添
う
医
療
体
制
の
確
立
を
目

指
し
、
連
携
促
進
に
よ
る
全
員
参
加
の
医
療
体
制
づ

く
り
や
医
療
人
材
が
育
ち
、
集
ま
る
ま
ち
づ
く
り
に

向
け
た
施
策
の
充
実
、
医
療
機
関
の
機
能
分
化
・
連

携
再
構
築
に
係
る
施
設
整
備
や
体
制
強
化
の
支
援

に
努
め
ま
す
。

●�

息
栖
神
社
周
辺
や
神
之
池
緑
地
の
ま
ち
の
に
ぎ
わ
い

づ
く
り
事
業
に
加
え
、
波
崎
東
部
地
域
の
地
域
資
源

や
公
共
施
設
な
ど
の
活
用
に
つ
い
て
検
討
し
、
定
住

人
口
お
よ
び
交
流
人
口
の
拡
大
に
よ
る
地
域
の
活
性

化
を
図
り
ま
す
。

●�

安
全
・
安
心
な
ま
ち
づ
く
り
な
ど
の
課
題
に
対
応
す

る
た
め
、
津
波
避
難
施
設（
高
台
）を
整
備
し
、
避
難

困
難
地
域
の
解
消
に
取
り
組
み
ま
す
。

●�

地
域
の
活
力
を
向
上
さ
せ
る
た
め
、
産
業
の
活
性

化
を
図
る
ほ
か
、
充
実
し
た
子
育
て
支
援
と
い
っ
た
、

市
の
長
所
を
伸
ば
す
施
策
を
推
進
し
ま
す
。

2
0
2
4
年
度
予
算
の
ポ
イ
ン
ト　2024年度当初予算は、全会計の合計額が前年度当初に比べ14億4,735万円の減となりました。

　一般会計は、衛生費や土木費などの減により前年度比で11億9,800万円の減となりました。
　特別会計は、後期高齢者医療特別会計における被保険者の増加および制度改正に伴う保険料負担の見直しなどによ
る後期高齢者医療広域連合納付金の増により、特別会計全体で前年度に比べ1億4,152万円の増となりました。
　公営企業会計は、水道事業会計が配水施設の拡張費が減となったことに加え、下水道事業会計における管渠整備費
（雨水）が減となったことから、公営企業会計全体では3億9,087万円の減となりました。

2
0
2
4
年
度
予
算
総
括
表

会　　計　　名
2024年度 2023年度 比　　　較

当初予算額 当初予算額 増減額 増減率（％）

一 般 会 計 447億1,500万円 459億1,300万円 △11億9,800万円 △ 2.6 
特
別
会
計

国 民 健 康 保 険 99億1,763万円 99億5,627万円 △3,864万円 △ 0.4 
介 　 護 　 保 　 険 59億6,850万円 59億8,133万円 △1,284万円 △ 0.2 
後 期 高 齢 者 医 療 12億2,183万円 10億2,883万円 1億9,300万円 18.8 

小　　　 計 171億   795万円 169億6,643万円 1億4,152万円 0.8 
公
営
企
業
会
計
※

水 道 事 業 会 計 42億8,787万円 44億2,506万円 △1億3,720万円 △ 3.1 
下 水 道 事 業 会 計 37億4,803万円 40億   171万円 △2億5,367万円 △ 6.3 

小　　　 計 80億3,590万円 84億2,677万円 △3億9,087万円 △ 4.6 
合　　　　　計 698億5,885万円 713億   620万円 △14億4,735万円 △ 2.0

※ 公営企業会計：支出額を表示しています

※�その他＝法人事業税交付金、地方特例交付金、
株式等譲渡所得割交付金など

は自主財源･･･市税など、市が独自で得られる収入

は依存財源･･･国や県から交付されたり割り当てられたりする収入

　個人や企業が市に納める
税金と市の使う予算を、1
世帯・1人あたりにすると
次のようになります。

※�税金で市に入ってくるお金
と使われる予算額の差は、
国・県の支出金や市債など
でまかなわれます

【１人あたり】
税金（市税/人口）

　………………22万円
予算（総額/人口）

　………………48万円

【１世帯あたり】
税金（市税/世帯数）

　………………48万円
予算（総額/世帯数）

　…………… 101万円

市民1人あたりの
一般会計予算額

（ 　　）前年度比
2.0％減

世帯数44,184戸
人口93,909人
2024年3月末日現在
 住民基本台帳から

　
2
0
2
4
年
度

予
算
は
、
重
要
施

策
に
優
先
的
に
予

算
を
配
分
す
る
と

と
も
に
、
事
業
全

般
に
わ
た
り
経
費

神栖市長
石田 　進

の
節
減
・
合
理
化
に
取
り
組
み
な
が
ら
予
算
編
成
を

行
な
い
ま
し
た
。
将
来
に
わ
た
り
持
続
可
能
な
財
政

基
盤
の
確
立
を
図
り
な
が
ら
、
第
3
次
神
栖
市
総
合

計
画
の
将
来
像
で
あ
る「
魅
力
あ
る
・
誇
れ
る
神
栖

市
」の
実
現
を
目
指
し
ま
す
。

問 財政課  ℡0299-90-1129

23 2024年4月15日号第412号


